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◇ 規 則 鳥取県宿舎管理規則の一部を改正する規則 (２) (管財課) ２

公布された規則のあらまし

◇鳥取県宿舎管理規則の一部改正について

１ 規則の改正理由

(１) 民間住宅の家賃との均衡を図るため､ 宿舎貸付料の算定方法を見直す｡

(２) 宿舎の施設である駐車場の公平かつ適正な利用を図るため､ 新たに当該駐車場の貸付料､ 使用手続

等について定める｡

(３) 職員の異動の実態にかんがみ､ 入居できる職員の範囲を見直す｡

(４) 滞納防止及び収納事務の適正化を図るため､ 滞納者への督促手続を明確にするとともに､ 納期限を

見直す｡

２ 規則の概要

(１) 宿舎貸付料

宿舎貸付料の算定方法を見直す｡

現 行：国の算定方法に準拠 (基礎単価×面積)

改正後：県独自の算定方法 (民間賃貸住宅等の市場価格を反映)

注) 改正後宿舎貸付料＝ {(近傍同種住宅算定家賃 (公営住宅算定基準に準拠) ×市場調査補正率)

－住宅手当相当額} × (１＋調整手当相当率)

(２) 宿舎駐車場の使用手続､ 貸付料等

(３) 入居できる職員の追加

県の公務員であった者で､ 退職して他の地方公共団体等の職員となったもののうち､ 知事が認めたも

のについても､ 宿舎に入居できるものとする｡

(４) 貸付料の納付期限等

ア 貸付料の納付期限を原則としてその月の末日 (現行 翌月10日) までとする｡

……………………………………
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ア 使用資格 自ら使用するため駐車場を必要とする入居者等であること｡

イ 貸付者の決定手続 (ア) 貸付けを希望する者は､ 申込書を提出する｡

(イ) (ア)の提出があったときは､ 知事は､ 貸付ける者を決定するものとする｡

ウ 貸付料 月額によるものとし､ 地代を基礎として､ 宿舎ごとに決定する｡

エ 明渡し手続 明渡しをしようとする者は､ ７日前までに使用中止届を提出しなければなら

ない｡

オ その他 入居者に課している保管義務のほか､ 増築等の禁止､ 滅失の届出等､ 明渡し

等の義務を宿舎駐車場使用者についても課す｡
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イ 納付期限までに貸付料を納付しなかったときは､ 知事は､ 文書により督促するものとする｡

ウ 違約金は､ 延滞金につき年3.6パーセント (現行 8.25パーセント) の割合で計算した額とし､ その

額が100円未満のときは徴収しないものとする｡

(５) 施行期日等

ア 施行期日は､ 公布の日とする｡ ただし､ (１)及び(４)のアは､ 平成18年４月１日とする｡

イ 所要の経過措置を講じる｡

ウ 鳥取県事務処理権限規則の一部を改正する｡

規 則

鳥取県宿舎管理規則の一部を改正する規則をここに公布する｡

平成18年１月17日

鳥取県知事 片 山 善 博

鳥取県規則第２号

鳥取県宿舎管理規則の一部を改正する規則

第１条 鳥取県宿舎管理規則 (昭和57年鳥取県規則第24号) の一部を次のように改正する｡

次の表の改正前の欄中項､ 号及び号の細目の表示に下線が引かれた項､ 号及び号の細目 (以下この条におい

て ｢移動項等｣ という｡) に対応する同表の改正後の欄中項､ 号及び号の細目の表示に下線が引かれた項､ 号

及び号の細目 (以下この条において ｢移動後項等｣ という｡) が存在する場合には､ 当該移動項等を当該移動

後項等とし､ 移動後項等に対応する移動項等が存在しない場合には､ 当該移動後項等 (以下この条において

｢追加項等｣ という｡) を加える｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分 (項の表示を除く｡ 以下この条において ｢改正部分｣ という｡)

に対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分 (項の表示及び追加項等を除く｡ 以下この条において ｢改

正後部分｣ という｡) が存在する場合には､ 当該改正部分を当該改正後部分に改め､ 改正部分に対応する改正

後部分が存在しない場合には､ 当該改正部分を削り､ 改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には､

当該改正後部分を加える｡
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改 正 後 改 正 前

(定義)

第２条 この規則において､ 次の各号に掲げる用語の

意義は､ それぞれ当該各号に定めるところによる｡

(１) 職員 次に掲げる者をいう｡

(定義)

第２条 この規則において､ 次の各号に掲げる用語の

意義は､ それぞれ当該各号に定めるところによる｡

(１) 職員 常時勤務に服することを要する県の公

務員 (法律又は条例の規定により休職の処分を受

けた者､ 停職の処分を受けた者､ 休暇を得､ 又は

承認された者及び職務に専念する義務を免除され

た者並びに常時勤務に服することを要しない県の

公務員のうちその勤務形態が常時勤務に服するこ
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ア 常時勤務に服することを要する県の公務員

(法律又は条例の規定により休職の処分を受け

た者､ 停職の処分を受けた者､ 休暇を得､ 又は

承認された者及び職務に専念する義務を免除さ

れた者並びに常時勤務に服することを要しない

県の公務員のうちその勤務形態が常時勤務に服

することを要する県の公務員に準ずる者を含

む｡ )

イ 県警察に常時勤務する国家公務員

ウ アに掲げる県の公務員であった者で､ 他の地

方公共団体等の職員となるため退職し､ 当該地

方公共団体等の職員となり､ かつ､ 引き続いて

当該地方公共団体等の職員として常時勤務して

いるもののうち知事が認めたもの

(２) 略

(３) 駐車場 前号の工作物その他の施設のうち､

自動車の保管場所の確保等に関する法律 (昭和37

年法律第145号) 第２条第１号に掲げる自動車の

同条第３号に掲げる保管場所として職員に使用さ

せるためのものをいう｡

(入居資格等)

第５条 宿舎 (駐車場を除く｡ 以下この条､ 次条､ 第

８条から第14条まで及び第16条から第20条までにお

いて同じ｡) に入居できる者は､ 次の各号に掲げる

宿舎の区分に応じ､ それぞれ当該各号に定める職員

とする｡

(１)及び(２) 略

２ 略

３ 駐車場を使用できる者は､ 宿舎に入居する者 (以

下 ｢入居者｣ という｡) 又はその者と同居している

者で､ 自ら使用するため駐車場を必要とするものと

する｡

(宿舎の入居者等の決定)

第６条 略

２及び３ 略

４ 駐車場の貸付けを希望する者は､ 第１項の宿舎入

居申込書を提出する場合にあっては当該申込書に､

前項の宿舎入居決定書の交付を受けている場合にあっ

ては駐車場貸付申込書 (様式第３号) にその旨を記

とを要する県の公務員に準ずる者を含む｡) 及び

県警察に常時勤務する国家公務員をいう｡

(２) 略

(入居資格)

第５条 宿舎に入居できる者は､ 次の各号に掲げる宿

舎の区分に応じ､ それぞれ当該各号に定める職員と

する｡

(１)及び(２) 略

２ 略

(宿舎の入居者の決定)

第６条 略

２及び３ 略
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載して､ 知事に提出しなければならない｡

５ 知事は､ 前項の申込書の提出があったときは､ 速

やかに駐車場の貸付けの可否を決定し､ 貸し付ける

者に対し､ その旨及び使用開始可能日を通知するも

のとする｡

(入居期限等)

第８条 略

２ 第６条第５項の規定により駐車場の貸付けの決定

を受けた者 (以下 ｢駐車場使用者｣ という｡) は､

使用開始可能日から速やかに駐車場の使用を開始し

なければならない｡

(貸付料)

第11条 略

２ 駐車場の貸付料は､ 月額によるものとし､ 地代を

基礎として､ 宿舎ごとに知事が決定する｡

３ 月の中途において宿舎に入居し､ 若しくは駐車場

の使用を開始し､ 又はこれらを明け渡した場合にお

けるその月分の貸付料は､ 日割により計算した額と

する｡

４ 入居者又は駐車場使用者 (以下 ｢入居者等｣ とい

う｡) は､ 毎月分の貸付料を翌月10日までに県に納

付しなければならない｡

５ 前項の規定にかかわらず､ 入居者等は､ 第３項に

規定する場合その他のやむを得ない理由があると知

事が認める場合は､ 知事が発行する納入通知書で指

定する日までに貸付料を納付しなければならない｡

６ 知事は､ 入居者等が前２項に規定する納付期限ま

でに貸付料を納付しなかったときは､ 文書により督

促するものとする｡

７ 入居者等は､ 第４項に規定する納付期限までに貸

付料を納付しなかったときは､ 納付期限の翌日から

納付の日までの期間の日数に応じ､ 延滞金額につき

年3.6パーセントの割合で計算した額の違約金を納

付しなければならない｡ ただし､ 当該納付期限まで

に支払わないことについて知事が災害その他のやむ

を得ない理由があると認めるとき､ 又は違約金の額

が100円未満であるときは､ この限りでない｡

(費用負担)

第12条 入居者等は､ 宿舎又は駐車場 (以下 ｢宿舎等｣

という｡) の使用に関し､ 次に掲げる費用を負担し

(入居期限)

第８条 略

(貸付料)

第11条 略

２ 月の中途において宿舎に入居し､ 又はこれを明け

渡した場合におけるその月分の貸付料は､ 日割によ

り計算した額とする｡

３ 宿舎に入居した者 (以下 ｢入居者｣ という｡) は､

毎月分の貸付料を翌月10日までに県に納付しなけれ

ばならない｡

４ 入居者は､ 前項に規定する納付期限までに貸付料

を納付しなかったときは､ 納付期限の翌日から納付

の日までの期間の日数に応じ､ 延滞金額につき年

8.25パーセントの割合で計算した額の違約金を納付

しなければならない｡ ただし､ 当該納付期限までに

支払わないことについて､ 知事が災害その他のやむ

を得ない理由があると認めるときは､ この限りでな

い｡

(費用負担)

第12条 入居者は､ 宿舎の使用に関し､ 次に掲げる費

用を負担しなければならない｡ ただし､ 天災､ 時の
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なければならない｡ ただし､ 天災､ 時の経過その他

入居者等の責めに帰することのできない事由により

宿舎等が損傷し､ 又は汚損した場合において､ 知事

がその修繕又は改装をする必要があると認めるとき

の当該修繕又は改装に要する費用については､ この

限りでない｡

(１)～(３) 略

(４) 宿舎等内外の清掃に要する費用

(５) 汚水処理槽その他の共同附帯施設の維持及び

管理に要する費用

(６) 前各号に掲げる費用のほか､ 入居者等が通常

負担すべき費用

(保管義務)

第13条 入居者等は､ その入居し､ 又は使用している

宿舎等 (以下 ｢入居宿舎等｣ という｡) について善

良な注意を払い､ これを正常な状態において使用し

なければならない｡

２ 入居者等は､ その入居宿舎等の全部又は一部を第

三者に貸し付け､ 又は居住若しくは駐車の用以外の

用に供してはならない｡

(増築等の禁止)

第14条 入居者等は､ その入居宿舎等について増築､

改築､ 模様替えその他の工事を行ってはならない｡

ただし､ 原状回復又は撤去が容易である場合におい

て知事の承認を受けたときは､ この限りでない｡

２ 入居者等は､ 前項ただし書の規定により知事の承

認を受けようとするときは､ 宿舎等増改築等承認申

請書 (様式第５号) を知事に提出しなければならな

い｡

３ 知事は､ 第１項ただし書の承認をしたときは､ そ

の旨を入居者等に通知するものとする｡

(滅失の届出等)

第16条 入居者等は､ その入居宿舎等が滅失し､ 又は

損傷したときは､ 直ちに､ その旨を知事に届け出な

ければならない｡

２ 入居者等は､ その責めに帰すべき事由により宿舎

等を滅失し､ 又は損傷したときは､ 知事の指示に従

い､ 遅滞なく､ これを原状に回復し､ 又はその損害

を賠償しなければならない｡

経過その他入居者の責めに帰することのできない事

由により宿舎が損傷し､ 又は汚損した場合において､

知事がその修繕又は改装をする必要があると認める

ときの当該修繕又は改装に要する費用については､

この限りでない｡

(１)～(３) 略

(４) 宿舎内外の清掃に要する費用

(５) 高架水槽､ 受水槽､ 汚水処理槽その他の共同附

帯施設の維持及び管理に要する費用

(６) 前各号に掲げる費用のほか､ 入居者が通常負担

すべき費用

(保管義務)

第13条 入居者は､ その入居している宿舎について善

良な注意を払い､ これを正常な状態において使用し

なければならない｡

２ 入居者は､ その入居している宿舎の全部又は一部

を第三者に貸し付け､ 又は居住の用以外の用に供し

てはならない｡

(増築等の禁止)

第14条 入居者は､ その入居している宿舎について増

築､ 改築､ 模様替えその他の工事を行ってはならな

い｡ ただし､ 原状回復又は撤去が容易である場合に

おいて知事の承認を受けたときは､ この限りでない｡

２ 入居者は､ 前項ただし書の規定により知事の承認

を受けようとするときは､ 宿舎増改築等承認申請書

(様式第５号) を知事に提出しなければならない｡

３ 知事は､ 第１項ただし書の承認をしたときは､ そ

の旨を入居者に通知するものとする｡

(滅失の届出等)

第16条 入居者は､ その入居している宿舎が滅失し､

又は損傷したときは､ 直ちに､ その旨を知事に届け

出なければならない｡

２ 入居者は､ その責めに帰すべき事由により宿舎を

滅失し､ 又は損傷したときは､ 知事の指示に従い､

遅滞なく､ これを原状に回復し､ 又はその損害を賠

償しなければならない｡
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(明渡しの請求)

第17条 知事は､ 入居者等が次の各号のいずれかに該

当するときは､ 宿舎等の明渡しを請求することがで

きる｡

(１) 不正の行為によって宿舎に入居し､ 又は駐車

場を使用したとき｡

(２)～(４) 略

(明渡し等)

第18条 入居者等が次の各号のいずれかに該当すると

きは､ 入居者等 (その者が第２号の規定に該当する

こととなった場合には､ その該当することとなった

時においてその者と同居していた者｡ 以下同じ｡)

は､ その該当することとなった日から起算して30日

以内に当該宿舎等を明け渡さなければならない｡ た

だし､ 第１号から第３号までの規定に該当する場合

で､ やむを得ない理由があるときは､ 知事の承認を

受けて､ 知事が指定する期間､ 引き続き当該宿舎等

を使用することができる｡

(１)～(３) 略

(４) 県において当該宿舎等を廃止する必要が生じ

たため､ その明渡しを請求されたとき｡

(５) 略

２ 入居者等は､ 前項ただし書の規定により知事の承

認を受けようとするときは､ 宿舎等明渡し猶予申請

書 (様式第７号) を知事に提出しなければならない｡

３ 知事は､ 第１項ただし書の承認をしたときは､ そ

の旨を入居者等に通知するものとする｡

４ 入居者等は､ 第１項の明渡期限までに宿舎等を明

け渡さなかったときは､ 当該明渡期限の翌日から明

け渡した日までの期間に応ずる損害賠償金を支払わ

なければならない｡ この場合において､ その損害賠

償金の額は､ 当該宿舎等の当該期間に応ずる貸付料

の３倍に相当する額とする｡

(退去等及び検査)

第19条 略

２ 駐車場使用者は､ 駐車場を明け渡すときは､ 明渡

しをしようとする日の７日前までに､ 駐車場使用中

止届 (様式第９号) を知事に提出しなければならな

い｡ ただし､ 前項の規定により宿舎退去届を提出す

るときは､ この限りでない｡

３ 入居者等は､ 宿舎等を明け渡すときは､ 当該宿舎

(明渡しの請求)

第17条 知事は､ 入居者が次の各号のいずれかに該当

するときは､ 宿舎の明渡しを請求することができる｡

(１) 不正の行為によって宿舎に入居したとき｡

(２)～(４) 略

(明渡し等)

第18条 入居者が次の各号のいずれかに該当するとき

は､ 入居者 (その者が第２号の規定に該当すること

となった場合には､ その該当することとなった時に

おいてその者と同居していた者｡ 以下同じ｡) は､

その該当することとなった日から起算して30日以内

に当該宿舎を明け渡さなければならない｡ ただし､

第１号から第３号までの規定に該当する場合で､ や

むを得ない理由があるときは､ 知事の承認を受けて､

知事が指定する期間､ 引き続き当該宿舎を使用する

ことができる｡

(１)～(３) 略

(４) 県において当該宿舎を廃止する必要が生じた

ため､ その明渡しを請求されたとき｡

(５) 略

２ 入居者は､ 前項ただし書の規定により知事の承認

を受けようとするときは､ 宿舎明渡し猶予申請書

(様式第７号) を知事に提出しなければならない｡

３ 知事は､ 第１項ただし書の承認をしたときは､ そ

の旨を入居者に通知するものとする｡

４ 入居者は､ 第１項の明渡期限までに宿舎を明け渡

さなかったときは､ 当該明渡期限の翌日から明け渡

した日までの期間に応ずる損害賠償金を支払わなけ

ればならない｡ この場合において､ その損害賠償金

の額は､ 当該宿舎の当該期間に応ずる貸付料の３倍

に相当する額とする｡

(退去及び検査)

第19条 略

２ 入居者は､ 宿舎を明け渡すときは､ 当該宿舎を原
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等を原状に回復し､ 知事の指定する職員の検査を受

けなければならない｡

(報告及び指示)

第20条 知事は､ 宿舎等の管理上必要と認めるときは､

入居者等に対して必要な措置を指示し､ 又はその使

用状況を報告させることができる｡

(宿舎管理簿)

第21条 知事は､ 宿舎管理簿 (様式第10号) を備え､

常時その状況を明らかにしておかなければならない｡

様式第５号 (第14条関係)

状に回復し､ 知事の指定する職員の検査を受けなけ

ればならない｡

(報告及び指示)

第20条 知事は､ 宿舎の管理上必要と認めるときは､

入居者に対して必要な措置を指示し､ 又はその使用

状況を報告させることができる｡

(宿舎管理簿)

第21条 知事は､ 宿舎管理簿 (様式第９号) を備え､

常時その状況を明らかにしておかなければならない｡

様式第５号 (第14条関係)

宿舎等増改築等承認申請書

職 氏 名 様

宿舎等について､ 増改築等の工事を行いたい

ので､ 鳥取県宿舎管理規則第14条第２項の規定

により､ 次のとおり申請します｡

年 月 日

申請者
所属名

職氏名

宿舎増改築等承認申請書

職 氏 名 様

宿舎について､ 増改築等の工事を行いたいの

で､ 鳥取県宿舎管理規則第14条第２項の規定に

より､ 次のとおり申請します｡

年 月 日

申請者
所属名

職氏名

略 略

様式第７号 (第18条関係) 様式第７号 (第18条関係)

宿舎等明渡し猶予申請書

職 氏 名 様

宿舎等の明渡しを猶予していただきたいので､

鳥取県宿舎管理規則第18条第２項の規定により､

次のとおり申請します｡

年 月 日

申請者
所属名

職氏名

宿舎明渡し猶予申請書

職 氏 名 様

宿舎の明渡しを猶予していただきたいので､

鳥取県宿舎管理規則第18条第２項の規定により､

次のとおり申請します｡

年 月 日

申請者
所属名

職氏名

略 略

様式第10号 (第21条関係) 略 様式第９号 (第21条関係) 略



第２条 鳥取県宿舎管理規則の一部を次のように改正する｡

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分 (以下この条において ｢改正部分｣ という｡) を当該改正部分に

対応する同表の改正後の欄中下線が引かれた部分に改める｡

第３条 鳥取県宿舎管理規則の一部を次のように改正する｡

様式第１号から様式第３号までを次のように改める｡
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改 正 後 改 正 前

(貸付料)

第11条 宿舎の貸付料は､ 月額によるものとし､ その

標準的な建設費用の償却費､ 修繕費､ 地代及び火災

保険料に相当する金額を基礎とし､ 近傍同種の住宅

の家賃､ 住居手当相当額 (職員の給与に関する条例

(昭和26年鳥取県条例第３号) 第９条の５第２項第

１号の例により算定した額をいう｡) その他の事情

を考慮して､ 宿舎ごとに知事が決定する｡

２及び３ 略

４ 入居者又は駐車場使用者 (以下 ｢入居者等｣ とい

う｡) は､ 毎月分の貸付料をその月の末日までに県

に納付しなければならない｡

５～７ 略

(貸付料)

第11条 宿舎の貸付料は､ 月額によるものとし､ その

標準的な建設費用の償却費､ 修繕費､ 地代及び火災

保険料に相当する金額を基礎とし､ 当該宿舎の経過

年数､ 立地条件その他の事情を考慮して､ 宿舎ごと

に知事が決定する｡

２及び３ 略

４ 入居者又は駐車場使用者 (以下 ｢入居者等｣ とい

う｡) は､ 毎月分の貸付料を翌月 10 日までに県に

納付しなければならない｡

５～７ 略



様式第１号 (第６条関係)

注) 自動車保有者とは､ 駐車する自動車を現に主として使用している者をいう｡
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宿 舎 入 居 申 込 書

職 氏 名 様

宿舎に入居し､ 及び駐車場を使用したいので､ 鳥取県宿舎管理規則第６条第１項及び第４項の規定により､

次のとおり申し込みます｡

年 月 日

所属名

申込者 職氏名

住 所

入居を必要とする理

由

入居を希望する宿舎

の 所 在 地
(番号 )

入 居 希 望 年 月 日 年 月 日

駐 車 希 望 台 数 台 (自動車保有者氏名 )

入
居
予
定
家
族
の
状
況

続 柄 氏 名 職 業 (勤務先) 備 考



様式第２号 (第６条関係)

注) 自動車保有者とは､ 駐車する自動車を現に主として使用している者をいう｡
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宿 舎 入 居 決 定 書

氏 名 様

年 月 日付けで申込みのあった宿舎の入居及び駐車場の使用については､ 鳥取県宿舎管理規

則第６条第２項及び第５項の規定により､ 次のとおり決定しました｡

年 月 日

職 氏 名 印

宿 舎 の 区 分

宿 舎 の 所 在 地
(番号 )

入 居 指 定 日 年 月 日

駐 車 指 定 台 数 等 台 (自動車保有者氏名 )

貸 付 料
月額 円

ただし､ 月分は 円とする｡

備 考

注 意 事 項
納付期限までに貸付料を納付しなかったときは､ 延滞金額につき年3.6パーセン

トの割合で計算した額の違約金が発生します｡



様式第３号 (第６条関係)

注) 自動車保有者とは､ 駐車する自動車を現に主として使用している者をいう｡
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駐 車 場 貸 付 申 込 書

職 氏 名 様

駐車場を使用したいので､ 鳥取県宿舎管理規則第６条第４項の規定により､ 次のとおり申請します｡

年 月 日

所属名

申込者

職氏名

宿 舎 の 名 称
(番号 )

駐 車 場 の 所 在 地

駐車開始希望年月日 年 月 日

駐 車 希 望 台 数 台

自動車保有者の氏名

入居者と保有者の関係 本 人 ・ 同 居 者

備 考



様式第８号の次に次の１様式を加える｡

様式第９号 (第19条関係)

注) 自動車保有者とは､ 駐車する自動車を現に主として使用している者をいう｡

鳥 取 県 公 報 (号外)第３号平成18年１月17日 火曜日12

駐 車 場 使 用 中 止 届

職 氏 名 様

駐車場の使用を中止しますので､ 鳥取県宿舎管理規則第19条第２項の規定により､ 次のとおり届けます｡

年 月 日

所属名

届出者

職氏名

宿 舎 の 名 称
(番号 )

駐 車 場 の 所 在 地

駐車中止予定年月日 年 月 日

駐 車 台 数 台

自動車保有者の氏名

入居者と保有者の関係 本 人 ・ 同 居 者

備 考



附 則

(施行期日)

１ この規則は､ 公布の日から施行する｡ ただし､ 第２条の改正は､ 平成18年４月１日から施行する｡

(経過措置)

２ この規則の施行の際現に知事に届出をして駐車場 (第１条による改正後の鳥取県宿舎管理規則 (以下 ｢改正

後規則｣ という｡) 第２条第３号に規定する駐車場をいう｡ 以下同じ｡) を使用している者は､ 改正後規則の相

当規定により駐車場を使用している者とみなす｡

３ 第２条の施行の日前に宿舎に入居し､ 又は駐車場を使用している者に係る同日までの貸付料の納付期限につ

いては､ なお従前の例よる｡

(鳥取県事務処理権限規則の一部改正)

４ 鳥取県事務処理権限規則 (平成８年鳥取県規則第32号) の一部を次のように改正する｡

次の表の改正後の欄中下線が引かれた部分を加える｡
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改 正 後 改 正 前

別表第２ (第３条､ 第４条､ 第５条､ 第６条､ 第８条､ 第11条関係)

個別事項に係る事務処理権限

別表第２ (第３条､ 第４条､ 第５条､ 第６条､ 第８条､ 第11条関係)

個別事項に係る事務処理権限

所

属

名

事 項 事 務 処 理 権 限 の 区 分

地方機関

の長の名

称

所

属

名

事 項 事 務 処 理 権 限 の 区 分

地方機関

の長の名

称種 類 内 容 知
事

専決権者 委任決裁権者

種 類 内 容 知
事

専決権者 委任決裁権者

部

長

課

長

地方

機関

の長

部

長

課

長

地方

機関

の長

部

長

課

長

地方

機関

の長

部

長

課

長

地方

機関

の長

略 略

管

財

課

一～三 略 管

財

課

一～三 略

四 鳥取

県宿舎

管理規

則 (昭

和57年

鳥取県

規則第

24号)

に基づ

く知事

の権限

に属す

る事務

１ 宿舎に係る

事務

(一) 同規則

第11条第１

項又は第２

項の規定に

よる宿舎又

は駐車場に

係る貸付料

の決定

(二) (一)以

外のもの

(１) (２)

から(７)

までに掲

げるもの

以外のも

の

(２) 東京

都に所在

する宿舎

に係るも

の

(３) 大阪

府に所在

する宿舎

に係るも

の

(４) 日野

町に所在

する宿舎

に係るも

の

(５) 倉吉

市に所在

○

○

○

○

○

○

東京事務

所長

大阪事務

所長

日野総合

事務所長

中部総合

事務所長

四 鳥取

県宿舎

管理規

則 (昭

和57年

鳥取県

規則第

24号)

に基づ

く知事

の権限

に属す

る事務

１ 宿舎に係る

事務

(一) 同規則

第11条第１

項の規定に

よる宿舎に

係る貸付料

の決定

(二) (一)以

外のもの

(１) (２)

から(７)

までに掲

げるもの

以外のも

の

(２) 東京

都に所在

する宿舎

に係るも

の

(３) 大阪

府に所在

する宿舎

に係るも

の

(４) 日野

町に所在

する宿舎

に係るも

の

(５) 倉吉

市に所在

○

○

○

○

○

○

東京事務

所長

大阪事務

所長

日野総合

事務所長

中部総合

事務所長
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する宿舎

に係るも

の

(６) 米子

市に所在

する宿舎

に係るも

の

(７) 畜産

試験場の

宿舎に係

るもの

○

○

西部総合

事務所長

畜産試験

場長

する宿舎

に係るも

の

(６) 米子

市に所在

する宿舎

に係るも

の

(７) 畜産

試験場の

宿舎に係

るもの

○

○

西部総合

事務所長

畜産試験

場長

五～八 略 五～八 略

略 略
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